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１ 環境管理に伴う調査・測定・化学分析     

２ ダイオキシン類に係る濃度計量証明 

３ ビル管理に伴う水質検査･空気環境測定  

４ 水道法第 20 条に基づく水質検査 

５ 土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況調査 

６ 労働衛生管理に伴う作業環境測定 

７ トータルサニテーション管理 

８ 委託試験・研究・開発 

古紙配合率 100％再生紙を使用しています 

   

指定化学物質表示義務化  経産省 

経済産業省は、来年の夏から施行を予定してい

る家電製品などに含まれる指定化学物質含有情報

の表示義務化について、対象となる製品を固めま

した。テレビや冷蔵庫など家電４品目に加え、パ

ソコンと電子レンジ、衣類乾燥機の合計７品目で

す。表示する化学物質は RoHS 指令と同様の６物質

です。 

また７月７日に行われた専門検討会で、運用に

向けた含有表示案（J-Moss 案）も示されました。 

６物質を含有する製品と含まない製品を表示マ

ークで区別する予定です。情報開示についてはウ

ェブや梱包材、機器本体への表示などを想定して

いるようです。 

なお当社では WEEE、RoHS 規制で定められている

6物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、PBB、

PBDE）の分析対応が可能です。お気軽にご相談く

ださい。 

資料：2005 年 7 月 8日付 日刊工業新聞 

機器分析箇所 竹下尚長 

下記の記事をご希望の方は編集室佐藤までご連絡下さい。 
 

１．食品中残留農薬 分析法検討状況 厚労省 

２．特殊自動車排ガス許容濃度改正 環境省 

３．PCB 廃棄物処理計画案 東京都 

４．水浴場の水質調査結果 環境省 

５．EU 規制対応分析方法 国際電気標準会議 

６．小麦、野菜中のカドミウム国際基準案  

７．浄化槽水質基準創設、性能基準の特例 環境省・国交省  

８．水質汚濁物質排出量調査結果 環境省 

９．水生生物による河川の水質判定  

 
臨時休業について(お知らせ) 

 
 誠に勝手ながら、当社では下記の通り社内行事の為
休業させていただきます。何かとご迷惑をお掛けする
とは存知ますが、悪しからずご了承いただきたくお願
い申し上げます。 

記 
 

臨時休業 9月 6 日（火） 
 
 
 

政府が５つのアスベスト対策 

 政府のアスベスト問題に関する関係省庁会議は、

平成 17 年 7 月 11 日までに政府としてのアスベスト

問題への総合対策をまとめました。その対策とは以

下に示す 5 つです。 

1.石綿被害に関する実態把握 

 石綿関連事業場における健康障害防止対策の状

況、被害状況について、事業場への立入調査、業

界団体を通じた調査等を実施。 

2.石綿関連事業場労働者、退職者、その家族及び住

民を対象とした健康相談窓口の開設 

 石綿関連事業場で働いていた人、その家族及び

周辺住民の健康不安に対応するため保健所、産

業保健推進センター、労災病院等に健康相談窓

口を開設、情報収集実施。 

3.石綿関連事業場労働者、退職者への健康診断の

呼びかけ、労災補償制度及び健康管理手帳制度

の一層の周知徹底 

 石綿関連事業場で働いていた人に健康診断の受

診呼びかけ、石綿による疾病に関する「労災補

償」及び「健康管理手帳」の周知徹底。 

4.建築物解体時の飛散予防等の徹底 

 大気汚染防止法、労働安全衛生法、廃棄物処理

等の関係法令遵守の指導徹底。 

5.石綿含有製品の代替化促進 

 関係業界団体へ代替困難として例外的に残され

ている石綿含有製品の代替推進を改めて要請。 

上記内容を踏まえて環境省は翌７月１２日に、大気

中への飛散防止対策及び廃石綿適正処理の徹底を

求める通知文書と保健所での健康相談受付依頼文

書を各都道府県などに送付しました。 

アスベストの測定、分析につきましては当社まで

お気軽にお問合せ下さい。 
 
資料：2005 年 7月 12 日付 EIC ネット 

技術開発箇所 坂田旭子 

指定化学物質表示義務化　経産省 政府が５つのアスベスト対策


